
省エネ・再エネ住宅の普及促進について

※2025年8月中旬時点の情報で作成しています。また、一部、表現を簡略化等しております。ご了承ください。

東京都 住宅政策本部 民間住宅部

  脱炭素化施策推進担当



✓ 気候危機の深刻化と2030年カーボンハーフ・HTTに向けた取組

✓ 省エネ・再エネ住宅に関する最近の法改正の内容

✓ 既存住宅の省エネ化の現状と省エネ改修のメリット

本日、お伝えすること



気候危機の深刻化への対応

 地球温暖化による平均気温上昇、自然災害発生など、気候危機が一層深刻化

 原油高騰やガスの供給不安などエネルギーを取り巻く環境が大きく変貌

⇒＜電力を 減らす・   創る・  蓄める＞ ＨＴＴの取組が重要！

出典：東京都「ゼロエミッション東京戦略Beyondカーボンハーフ」



✓建替え・既存住宅において省エネ・再エネ利用を推進
✓太陽光パネルの設置を拡大 ✓国産木材の利用拡大

公共住宅における率先した取組

民間住宅のゼロエミッション化

✓住宅関係団体等と連携した省エネ・再エネ住宅推進プラット
フォームを設置
✓新築住宅について、東京ゼロエミ住宅の普及、太陽光発電
設備の設置義務化の検討、建築物省エネ法による規制誘導措置
等により省エネ・再エネ利用を促進
✓既存住宅について、省エネ改修に対する支援、再エネ利用
設備の導入促進等により省エネ・再エネ利用を促進

2 0 3 0年度に向けた施策展開（主要）

目標２ 脱炭素社会の実現に向けた住宅市街地のゼロエミッション化

目指す 2 0 4 0年代の姿

2030年カーボンハーフ・HTTに向けた取組   東京都住宅マスタープラン



2030年カーボンハーフ・HTTに向けた取組  東京都環境基本計画



 都は2030年度までに2000年度比CO2排出量半減を目指し、取組を推進

 2000年度比では、家庭部門だけエネルギー消費量が増加

 東京都全体のCO2排出量の約３割が家庭部門

2030年カーボンハーフに向けた現状

家庭部門の対策が重要

＜エネルギー消費量の部門別推移：単位PJ＞
（2022年度速報値）

＜CO2排出量の部門別構成比＞
（2022年度速報値）

出典：都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量
（2022年度速報値 東京都環境局）より作成

出典：都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量
（2022年度速報値 東京都環境局）に加筆

出典：都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量
（2022年度速報値 東京都環境局）より作成

出典：都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量
（2022年度速報値 東京都環境局）に加筆 6

家庭部門のみ増加！
(186⇒193）

2000年度比で4.0%増加



ゼロエミッション東京戦略 Beyond カーボンハーフ



東京都環境確保条例改正について

出典：建築物環境報告書制度 説明会資料（東京都環境局）



東京都環境確保条例改正について

出典：建築物環境報告書制度 説明会資料（東京都環境局）



2025年4月 新築住宅 省エネ基準適合義務化

※Zero Energy House(ネット・ゼロエネルギーハウス)

出典：国土交通省「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律」概要資料を基に作成

2030年   新築住宅の基準強化の方向性…温室効果ガス46%削減（2013年度比）

2050年   ストック平均で高い省エネ性能確保 …カーボンニュートラル

ストック平均（新築、既存あわせて）
ZEH水準の省エネ性能の確保を目指す

2022年6月 建築物省エネ法改正

2024年4月 建築物の販売・賃貸時に省エネ性能表示が努力義務化省
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新築住宅 ZEH ※水準の省エネ性能の確保を目指す

10

都の計画：2035年温室効果ガス排出量60%削減（2000年比）

建築基準法改正施行（４号特例の縮小など）

東京都建築物環境確保条例改正施行（太陽光発電等の義務化）

カーボンハーフ

ゼロエミッション東京

建築物省エネ法等の改正



建築物省エネ法等の改正（省エネ性能表示制度）



省エネ表示制度がなぜ必要か？

省エネ性能は、建築物の外観等から
容易に把握できるものではない

省エネ性能を「見える化」し、情報提供

消費者等が省エネ性能を把握した上で、
物件を比較検討し、購入や入居

建築物の設計仕様等を把握する立場にある者が

？

★

消費者等が建築物を購入・賃貸する際に、その省エネ性能を把握し、性能の高低
を比較検討でき、消費者等が建築物の省エネ性能への関心を高め、省エネ性能が
高い建築物が選択されやすい市場環境を整備することが目的



省エネ性能表示 省エネ性能ラベル

ポータルサイトやチラシ等の広告に使用

新築物件等において、
エネルギー消費性能や
断熱性能、目安光熱費
を把握することが可能



省エネルギー基準（一次エネルギー消費性能）

建築基準法・建築物省エネ法 改正法制度説明資料：国土交通省



省エネルギー基準（外皮性能・平均日射熱取得量）

建築基準法・建築物省エネ法 改正法制度説明資料：国土交通省



省エネ性能表示 部位別ラベル

ポータルサイトやチラシ等の広告に使用するラベル画像 既存住宅用

既存住宅においては、
断熱性能などを把握で
きないこともあり、
窓や給湯器などの
改修・交換の有無の
表記により確認



省エネ性能表示 ラベルの実例

広告表示等の際に
省エネ性能表示が

努力義務化

省エネ性能も住宅
選択の要素に



建築物省エネ法等の改正（省エネ基準適合義務制度）

新築住宅は、
省エネ基準適合が

義務化

2030年頃には、
ZEH基準まで
引き上げ予定



 既存住宅には、耐震性、省エネ、バリアフリーなどの基準を満たさないものも多々あり

 特に省エネ性能（断熱性能）は 既存住宅の約90％は省エネ基準（等級４）に満たない

既存住宅省エネ化の現状

＜既存住宅5000万戸の断熱性能＞
（令和元年時点）

＜住宅ストックの姿（耐震性・バリアフリー・断熱性の対応状況毎）＞

出典：国土交通省第47回住宅宅地分科会資料「我が国の住生活をめぐる状況の変化等についいて」

等級４以上

等級３

等級１

等級２

出典：国土交通省 今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方（第三次答申）及
び建築基準制度のあり方（第四次答申）について 参考資料集 令和４年２月



 夏の冷房時は熱の73％が窓（開口部）から入り、冬の暖房時は58％が窓（開口部）から出る

⇒そのため、まずは、窓（開口部）の断熱性能を向上させることが最も効果的

住宅における熱の出入り割合

＜夏の冷房時、冬の暖房時に熱が出入りする割合＞

出典：「住宅の省エネリフォームガイドブック」東京都住宅政策本部、一般社団法人日本建材・住宅設備産業協会



省エネ・再エネ住宅のメリット
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